
令和４年３月10日 

令和４年第１回神奈川県議会定例会 

経済活性化特別委員会資料 



目 次 

ページ 

１ 商業・商店街によるまちのにぎわい創出の取組について ·········· １ 

(1) 神奈川県商店街活性化条例の推進 ·························· １

(2) 商店街団体への支援 ······································ １

(3) 商業・商店街人材の育成 ·································· ３

２ 観光の主な取組について ····································· ４ 

(1) 神奈川県観光振興条例・計画の見直し ······················ ４

(2) 観光需要喚起の取組 ······································ ４

【参考】宿泊施設感染症対策等事業費補助金の取組結果 ············ ７ 

別紙 令和４年度の神奈川県の観光施策 



１ 商業・商店街によるまちのにぎわい創出の取組について 

コロナ禍にあっても、身近で安全に買い物ができ、また、地域コミュニ

ティの中核としても期待される商店街に対し、神奈川県商店街活性化条例

に基づき商店街団体へのアドバイザー派遣や補助事業のほか、人材育成な

どの支援を行い、商店街の活性化を図ることで、まちのにぎわい創出に取

り組む。

(1) 神奈川県商店街活性化条例の推進

チェーン店や大型店をはじめ、商店街で事業を営むすべての事業者が

事業を営む地域において、商店会などの商店街組織に加入し、また、そ

の活動に積極的に参加し、協力していただくことにより、商店街の活性

化を図り、県民生活の向上に寄与することを目的とした条例の推進。 

ア 条例の内容

(ｱ) 目的（第１条）

この条例は、商店街が地域社会の発展に果たす役割の重要性にか

んがみ、チェーン店、大型店をはじめ、すべての事業者がその事業

を営む地域の商店街における活動に積極的に参加し、協力する機運

を高めることにより商店街の活性化を図り、もって県民生活の向上

に寄与することを目的とする。 

(ｲ) 県の責務（第３条）

県は、市町村と連携して、商店街の活性化を図るために必要な施

策の推進に努めるとともに、市町村が地域の実情に応じた施策を推

進することができるよう、必要な支援に努めるものとする。 

(ｳ) 事業者の責務（第４条）

事業者は、商店街の活性化を図るため、商店会への加入に努める

ものとする。 

事業者は、商店会が実施する商店街の活性化を図るための事業又

は地域貢献等の取組に積極的に参加するとともに、応分の寄与をす

ることにより、当該事業又は取組に協力するよう努めるものとする。 

(2) 商店街団体への支援

ア まちのにぎわいづくり支援出前講座

県内商業・商店街振興を目指して、商業者はもとより、市町村や商

工会議所・商工会を含む幅広い関係者に対して、地域活性化をめざす

様々な取組へのアドバイスを柔軟に行っていくため、県から専門職員

を派遣する。 
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＜実施状況＞（令和４年３月６日現在） 

22か所、29回 

イ 商店街アドバイザー派遣事業

商店街に中小企業診断士などのアドバイザーを派遣し、指導、助言

を行うことで、活動が停滞気味である商店街の活性化を図る。 

＜実施状況＞（令和４年３月６日現在） 

22か所、135回 

ウ 商店街観光ツアー

商店街のファンを増やし、リピーターになっていただくとともに、

商店街が自らを高めていくきっかけとなるよう、商店街を巡る、商店

街観光ツアーを実施する。 

＜実施状況＞（令和４年３月６日現在） 

・商連かながわモデルツアー ５回、延べ106人参加

エ 商店街魅力アップ事業費補助

商店街の集客力の強化を図るため、商店街が自らの魅力を高めるた

めに行う、賑わい創出事業や、共生社会の実現に向けた取組、買物弱

者支援の取組などの重点取組事業に対して補助する。 

上 限：１商店街300万円 

補助率：賑わい創出事業１／３以内、重点取組事業１／２以内 

＜実施状況＞（令和４年３月６日現在） 

・交付決定 30件

オ 商店街等プレミアム商品券支援事業費補助

新型コロナウイルス感染症の拡大により売上減少などの影響を受け

た商店街団体等の活性化及び地域における消費を喚起するため、商店

街等が実施するプレミアム商品券発行事業に対して補助する｡ 

上 限：１商店街200万円、複数商店街500万円 

補助率：補助対象経費の３／４以内 

＜実施状況＞ 

・募集期間 令和３年10月25日から令和４年１月11日

・交付決定 32件
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(3) 商業・商店街人材の育成

若手商業者連携等促進事業

若手商業者グループによる地域活性化の活動等を支援し、次代の地域

商業の担い手の育成に取り組む。 

・若手商業者グループへのコーディネーターの派遣

市町村や商工会議所等が行う人材育成セミナーの卒業生が組織す

る勉強会や商店街内部の自主的な組織などに対してコーディネータ

ーを派遣。 

＜実施状況＞（令和４年３月６日現在） 

７か所、66回 
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２ 観光の主な取組について 

(1) 神奈川県観光振興条例・計画の見直し

ア 現行計画の１年延長

現行の神奈川県観光振興計画の計画期間は令和３年度までとされて

いるが、新型コロナウイルス感染症の観光への影響の全体像が把握で

きないことから、現行計画を１年間延長した上で、新たな計画の策定

は令和４年度中に行うこととする。 

なお、令和４年度は、新型コロナウイルス感染症の影響を踏まえた

上で、現行計画のコンセプトに沿って施策を展開する（別紙）。 

また、神奈川県観光振興条例についても、その附則において「知事

は、この条例の施行の日から起算して５年を経過するごとに、この条

例の施行の状況について検討を加え、その結果に基づいて必要な措置

を講ずるものとする」とされているが、見直しに係る検討は、新たな

計画の策定と合わせて行う。 

イ 今後の予定

神奈川県観光魅力創造協議会に設置した「神奈川県観光振興条例・

計画検討分科会」及び神奈川県観光審議会において、条例・計画の見

直しに向けた検討を行い、国際文化観光・スポーツ常任委員会に報告

する。 

令和４年６月 骨子案の策定 

９月 素案の策定 

  12月 見直し案の策定

(2) 観光需要喚起の取組

ア 「地元かながわ再発見」推進事業費（かながわ県民割）

(ｱ) 目的

新型コロナウイルス感染症により深刻な影響を受けた観光事業者

を支援するとともに、地元・神奈川県の魅力を再発見する契機とす

るため、県民限定で県内旅行の割引を行う。 

(ｲ) 予算額

14億9,798万円（令和２年度からの繰越）

※ 財源は新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金。

(ｳ) 割引適用期間

令和３年12月１日（水）から令和４年１月31日（月）

※ 新型コロナウイルス感染症の急速な拡大を踏まえ、新たな人

流の発生を抑制するため、令和４年１月15日（土）０時から、

新規予約を停止。
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(ｴ) 割引額

対象商品 
割引前の 

販売価格 

割引額 

定番エリア

（横浜・鎌倉・箱根） 

再発見エリア 

（左記以外） 

宿泊旅行 6,000円以上 3,000円 5,000円 

日帰り旅行 3,000円以上 1,500円 2,500円 

※ 国のＧｏＴｏトラベル事業との併用は不可。

(ｵ) 販売実績（速報値）

区 分 
割引原資 

配分額 

販売実績 
執行率 

金 額 件 数 

Ａ Ｂ Ｂ/Ａ 

旅行事業者 ３億7,152万円 １億118万円 9,586件 27.2％ 

宿泊事業者 ６億7,675万円 ２億5,536万円 35,754件 37.7％ 

ＯＴＡ ２億9,559万円 ２億2,790万円 35,007件 77.1％ 

船舶事業者 964万円 530万円 1,130件 55.0％ 

合 計 13億5,350万円 ５億8,974万円 81,477件 43.6％ 

イ かながわ旅割実施事業費

(ｱ) かながわ旅割

ａ 目的 

新型コロナウイルス感染症により深刻な影響を受けた観光事業

者を支援するとともに、地域経済を活性化させるため、神奈川県

内の旅行の割引を行う。 

ｂ 予算額 

92億150万円（12月補正予算） 

※１ 財源は、国補助金（地域観光事業支援）。

※２ 全額繰越明許費を設定。

ｃ 割引適用期間 

未定（令和４年２月１日（火）から令和４年３月10日（木）の

実施を予定していたが、急速な感染拡大を踏まえ、販売開始を延

期。開始時期や実施期間は、感染状況や国の動向等を踏まえて検

討。） 

ⅾ 対象者 

県民及び近隣圏域の居住者（予定） 
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ｅ 割引額等 

対象商品 
割引前の 

販売価格 
割引額 クーポン 

宿泊旅行 

日帰り旅行 

10,000円以上 5,000円 2,000円 

6,000円以上 3,000円 2,000円 

3,000円以上 1,500円 1,000円 

※１ ワクチン接種済証や陰性証明の確認を実施。

※２ 国のＧｏＴｏトラベル事業との併用は不可。

※３ 旅行期間中に神奈川県内の飲食店や土産物店等で利用でき

るクーポンを付与。 

(ｲ) 都道府県によるＧｏＴｏトラベル事業

ａ 概要

国は、全国規模での「新たなＧｏＴｏトラベル事業」につい

て、ゴールデンウィーク前までは国が実施し、ゴールデンウィー

ク後は都道府県が実施する方針を示しており、本県においても、

必要な事業費を予算計上する。 

ｂ 予算額 

241億7,311万円（２月補正予算案（その２）） 

※１ 財源は、国補助金（地域観光事業支援）。

※２ 全額繰越明許費を設定。

ｃ 割引適用期間、対象者、割引額等 

未定（国と協議中） 
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【参考】宿泊施設感染症対策等事業費補助金の取組結果 

１ 執行状況 

区 分 金 額 件 数 

予算のうち補助金原資(A) 24億6,897万円 

交付決定 (B) 13億247万円 781件 ※１

交付済み (C) ４億337万円 392件 ※２

令和２年度分 １億6,711万円 219件 

令和３年度分 ２億3,626万円 173件 

執行割合   (C/A) 16.3％ 

※１ 新型コロナウイルスの感染拡大の影響により執行が遅延している

８件については、年度内に事業が終了しない場合は事故繰越しと

し、交付を行う。 

※２ 令和４年２月25日現在

２ 補助対象事業の内訳 

補助対象事業 令和２年度 令和３年度 合 計 

感染症対策 293件 569件 862件 

消毒・衛生 231件 390件 621件 

混雑の「見える化」 22件 66件 88件 

非接触設備 40件 113件 153件 

新たな需要 91件 545件 636件 

通信環境 31件 93件 124件 

外国人対応 ４件 47件 51件 

バリアフリー ２件 28件 30件 

トイレ ８件 120件 128件 

テイクアウト ５件 17件 22件 

ワーケーション 13件 90件 103件 

マイクロツーリズム ５件 25件 30件 

その他 23件 125件 148件 

合 計 384件 1,114件 1,498件 

※ 一つの申請で複数の補助対象事業を実施している場合があることか

ら、１の交付済みの件数と２の合計の件数は一致しない
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令和４年度の神奈川県の観光施策 

現行の観光振興計画の計画期間は令和３年度までとされているが、新型コロナウイルス感染症

の観光への影響の全体像が把握できないことから、現行計画を１年間延長した上で、新たな計画

の策定は令和４年度中に行うこととする。 

令和４年度は、新型コロナウイルス感染症の影響を踏まえた上で、現行計画のコンセプトに沿

って、次のとおり施策を展開する。 

１ 観光戦略の策定 

主な事業名及び事業概要 令和４年度予算 担当課 

1 観光戦略策定事業費 

  新たな観光振興計画の策定や、観光施策におけるＰＤＣＡサ

イクルの確立を行うため、新たにスマートフォンの位置情報の

活用等により、新型コロナウイルス感染症の影響を踏まえた観

光データの収集・分析を行う。 

6,045千円 観光課 

2 観光客実態調査事業費 

  本県を訪れた国内外の観光客の属性やニーズ等を把握・分析

するため、アンケート調査を実施し、効果的な観光施策の展開

に活用する。 

12,955千円 観光課 

合 計 19,000千円 － 

２ 観光資源の発掘・磨き上げ 

主な事業名及び事業概要 令和４年度予算 担当課 

1 神奈川県観光魅力創造協議会運営事業費 

  国内外の観光客の誘致を促進し、地域経済の更なる活性化を

図るため、神奈川県観光魅力創造協議会の運営及び事業支援を

行い、観光コンテンツの発掘・磨き上げや、魅力的な周遊コー

スの開発等を行う。

16,064千円 観光課 

2 観光の核づくり推進費補助 

  横浜、鎌倉、箱根に次ぐ国際観光地の創出に向けたネクスト

ステージとして観光の核づくり地域である城ケ島・三崎、大

山、大磯の３地域における民間事業者と連携した主体的かつ効

果的な取組等に対して補助する。 

30,000千円 観光課 

別紙 

新たな神奈川県観光振興計画の策定や、観光施策におけるＰＤＣＡサイクルの確立に向けて、

観光データの収集・分析・活用に取り組む。 

魅力ある観光地の形成、観光消費につながるコンテンツづくり、多様なテーマに沿って県内の

周遊を促すツーリズムの推進に取り組む。 
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3 三浦半島魅力最大化プロジェクト推進費 

  三浦半島地域の活性化を推進するため、起業に向けた支援

や、市・民間と連携したウインドサーフィンワールドカップの

開催を行うほか、新たにマーケットセンスを持つ農業者の育成

事業を実施する。 

21,068千円 地域政策課 

4 かながわシープロジェクト推進費 

  神奈川の海に多くの人を呼び込むため、Feel SHONANのウェ

ブサイトやＳＮＳでの情報発信を行うとともに、新たに、相模

湾内の船着き場について、周辺観光施設等を含めたＰＲを行っ

て利用を促進するほか、事業者と連携して海上交通の実証実験

に取り組む。 

12,201千円 地域政策課 

5 県西地域活性化プロジェクト推進費 

  県西地域の活性化を推進するため、未病改善を実践できる観

光施設等の情報発信や「体験」をテーマにした広域的な誘客キ

ャンペーンなど、地域資源を活用して未病改善の実践を促す取

組を行うとともに、広域ワーケーションのモデル事業を実施す

る。 

70,311千円 地域政策課 

6 宮ヶ瀬湖周辺地域活性化推進事業費 

  宮ヶ瀬湖周辺地域の観光拠点間における往来を促進し、地域

活性化を推進するため、ＡＩオンデマンドバスによる地域交通

システムの実証実験を行う。

9,000千円 土地水資源

対策課 

7 マグネット・カルチャーの取組

  年齢や障がい等にかかわらず、すべての人が舞台芸術に参加

し楽しめる「共生共創事業」、音楽・ダンス等を自由に発表で

きる「マグカル開放区」のほか、新たに県営団地でのシニア合

唱事業を行うなど、魅力的なコンテンツの創出・発信、人材育

成、情報発信に取り組む。 

215,893千円 文化課 

8 商店街のインバウンド対応等の取組 

  商店街の集客力の強化を図るため、インバウンド対応、未病

改善、共生社会の実現に向けた取組、買い物弱者対策に向けた

取組など、商店街が自らの魅力を高めるために行う事業に対し

て補助する。また、外国人観光客への対応に関する講習会等を

開催する。 

32,382千円 商業流通課 

9 スポーツツーリズム推進事業費

  地域におけるスポーツコミッションの設立など、推進体制を

整備するとともに、スポーツ資源の掘り起こしや、観光資源と

組み合わせたツアーを実施するなど、スポーツツーリズムの取

組を推進する。 

3,088千円 スポーツ課

合 計 410,007 千円 － 
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３ 戦略的プロモーションの推進 

主な事業名及び事業概要 令和４年度予算 

（3年度からの繰越予算） 

担当課 

1 かながわ旅割実施事業費 

  新型コロナウイルス感染症により深刻な影響を受けた観光事

業者を支援するとともに、地域経済を活性化させるため、県内

旅行の割引を実施する。 ＜３年度繰越事業＞ 

（33,374,610 千円） 観光課 

2 国内観光プロモーション事業費 

  新型コロナウイルス感染症の影響で落ち込んだ地域経済の回

復に向けて、県外からの誘客や県内周遊を促進するため、ＮＨ

Ｋ大河ドラマ「鎌倉殿の 13 人」やねんりんピックかながわ

2022等の機会を捉えた観光プロモーション及び国内観光客向

けウェブサイトでの情報発信を行う。 

＜３年度繰越事業（一部）＞ 

172,550 千円 

（114,997千円） 

観光課 

3 国内観光プロモーション事業費補助 

  県内外の観光客の誘致や県内周遊を促進するため、公益社団

法人神奈川県観光協会が行う観光情報の発信等に対して補助す

る。 

33,879千円 観光課 

4 テーマ別観光プロモーション事業費

  外国人観光客の段階的回復に向けて、富裕層・ＭＩＣＥ・教

育旅行など多様なニーズや客層に対応したテーマ別のプロモー

ションを行う。

20,517千円 観光課 

5 海外市場別観光プロモーション事業費 

  外国人観光客の段階的回復に向けて、中国・台湾・ベトナム

に加えて新たにアメリカに設置する観光レップ等を通じて観光

情報の収集・発信等を行う。 

22,887千円 観光課 

6 民間事業者等連携観光振興促進事業費 

  外国人観光客の段階的回復に向けて、鉄道会社との連携事業

など、誘致促進効果が高いと考えられる取組について、民間事

業者等と連携したプロモーションを行う。 

9,000千円 観光課 

7 外国語事業発信事業費 

  外国人観光客の段階的回復に向けて、外国語観光情報ウェブ

サイトやＳＮＳ、パンフレットを活用して本県の観光情報を多

言語で発信する。 

55,461千円 観光課 

8 ベトナム文化等交流事業費 

  将来にわたる両地域の継続的な成長と発展を目指し、文化、

食、観光、経済など幅広い分野で相互交流を促進するため、

「ベトナムフェスタ in 神奈川」及び「KANAGAWA FESTIVAL in 

HANOI」の開催等を支援する。 

51,990千円 国際課 

合 計 366,284 千円 

（33,489,607 千円）

－ 

観光消費を高めるプロモーション、多様な関係者と連携したプロモーション、多様なデジタル

ツールを活用した情報発信等に取り組む。
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４ 受入環境の整備 

主な事業名及び事業概要 令和４年度予

算 

担当課 

1 かながわ認定観光案内人認定事業費 

  外国人観光客の段階的回復に向けて、自然、歴史、食、文化等

の観光コンテンツに高い専門性を有する通訳ガイドを育成し、

「かながわ認定観光案内人（Official Kanagawa Tour Guide）」

として認定する。 

3,147千円 観光課 

2 観光客受入環境整備費補助 

  観光客が快適に滞在できる環境づくりや新たな観光需要に対応

するため、多言語表記等の整備に加え、ワーケーションやＤＸ整

備等に取り組む民間事業者に対して補助する。 

・補助率：３／４ 補助上限額：300万円

309,688 千円 観光課 

合 計 312,835 千円 － 

５ 観光関連産業の成長促進 

主な事業名及び事業概要 令和４年度予算 担当課 

1 アンテナショップ運営委託事業費

アンテナショップ「かながわ屋」における県産品の展示・販

売を通じて、神奈川の魅力を広く発信し、認知度の向上を図

る。 

23,570千円 観光課 

2 かながわ産品魅力発信事業費補助 

  「かながわの名産 100選」をはじめとする県産品の発掘・魅

力発信や、物産展への出展、オンライン販売サイトの運営等を

通じた観光ＰＲを行う事業者に対して補助する。 

17,100千円 観光課 

合 計 40,670千円 － 

観光関連施設における受入環境の整備、観光客を迎えるおもてなしの向上等に取り組む。 

地域の産品を活用した情報発信や、観光関連施設における充実・多様化に取り組む。 
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